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【要旨】

本研究は、大規模土砂災害等に対する対策技術の構築に係る研究として、近年、採用事例が増加している高エ

ネルギー吸収型を含めた落石防護工（網・柵）に求められる機能を明確化するとともに、性能照査技術を確立す

ることを目的に実施している。 

H26 年度は、従来型のポケット式落石防護網の構成部材であるひし形金網のエネルギー吸収量や数値解析にお

ける材料構成則等の設定を目的として、静的載荷実験および重錘落下衝撃実験を実施し、その挙動について検討

を行った。また、過年度に実施したポケット式落石防護網の実規模重錘落下衝撃実験を対象に、三次元弾塑性衝

撃応答解析を実施し、解析手法の妥当性について検証するとともに、エネルギー吸収機構等についても検討を行

った。 
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1．はじめに 

我が国の山岳部や海岸線の道路には、落石災害を

防止するための様々な落石防護工が数多く建設され

ている。近年、緩衝装置等を組み込んだ高エネルギ

ー吸収型と呼ばれる落石防護工（落石防護網や落石

防護柵等）が開発され、経済性や適用範囲の広さか

ら、現場適用事例が増えている。しかしながら、そ

れらの性能評価については統一的な指標がなく、従

来型との性能比較も曖昧で安全余裕度等も不明確で

ある。このような背景のもと、本プロジェクト研究

では従来型落石防護工も含めて、落石対策工として

求められる機能の明確化と性能照査技術の確立に向

けた検討を行っている１）～６）。

落石防護工の一つであるポケット式落石防護網は、

吊りロープや支柱、金網、ワイヤロープ等の部材を

組み合わせた構造であり、規模の比較的小さい落石

に対して適用されている。ポケット式落石防護網は

落石荷重の作用時において、金網やワイヤロープ等

の構成部材に大きな変形を伴う柔構造であることか

ら、これらの検討を進めていくため、特に数値解析

的検討のためには荷重作用時の構造部材の挙動を正

確に把握することが重要である。

本研究では、従来型のポケット式落石防護網につ

いて、構成部材の一つであるひし形金網に着目し、

素線径の異なる金網に対するエネルギー吸収量の算

定や数値解析における材料構成則等の設定を目的と

して、静的載荷実験および重錘落下衝撃実験を実施

し、その挙動について検討を行った。また、過年度

に実施した実規模重錘衝突実験を対象に、三次元弾

塑性衝撃応答解析を実施し、解析手法の妥当性につ

いて検証するとともに、エネルギー吸収機構等につ

いても検討を行った。 

2．静的載荷実験 

2．1 実験概要  

本実験の概要を図－2.1に示す。実験は、H形鋼で構

成される鋼製枠（寸法約6m×6m×3m）内に、3m間隔

で縦横それぞれ2本のワイヤロープを設置し、ワイヤ

ロープで囲まれる3m 四方の領域にひし形金網（3.6m

×3.3m）を設置して実験を行っている。表－2.1には、

試験体に使用した部材の諸元を示している。ひし形金

網には素線径の異なる3種類（3.2，4.0，5.0φ）を、ワ

イヤロープには18φを用いている。金網とワイヤロー

プとの接続は、25cmピッチで配置したU字ボルトを用

いて固定している。また、ワイヤロープの交点はクロ

スクリップで固定した。ワイヤロープは両端アルミロ

ックとし、ターンバックルとシャックルを介して鋼製

枠にピン接合に近い状態で固定されている。

2．2 実験方法 

写真－2.1、2.2、2.3に実験状況および部材の固定

状況等を、図－2.1に重錘載荷位置および変位計設置

位置を示す。実験は、H形鋼で構成される鋼製枠架台

に水平に設置した試験体に，トラッククレーンで吊り

下げた重錘により静載荷させて実施した。載荷には、
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質量10t（直径1.25m，高さ95cm，底部より高さ30cmの

範囲が半径1mの球状）の重錘上部に鉛部材を設置し、

総質量を約22 tに調整して使用している。本実験にお

ける測定項目は、重錘吊り下げ用のワイヤロープに取

り付けたロードセルによる載荷荷重、架台の4本の支

柱基部に設置したロードセルによる鉛直方向反力、ワ

イヤロープ端部のターンバックルに貼付した歪ゲー

ジによるロープ張力、ワイヤ式変位計による金網の鉛

直変位である。載荷位置は、金網中 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2.1 載荷実験の概要 

写真－2.1 静的載荷実験状況 

写真－2.2 ワイヤロープの固定状況 

表－2.1 使用部材の諸元 

材料名 
諸元 

 部材耐力（規格値） 

ひし形 

金網 

3.2φ×50×50mm 

引張強さ：386（290～540）N/mm2 

4.0φ×50×50mm 

引張強さ：389（290～540）N/mm2 

5.0φ×50×50mm 

引張強さ：387（290～540）N/mm2 

ワイヤ 

ロープ 

18φ 3×7G/O 両端アルミロック 

破断荷重：206（≧160）kN 

ターン 

バックル 

両アイ型 1×12 ねじ径 W=1 

公称破断荷重：222（－）kN 
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央の1箇所とした。なお、ワイヤロープには約10kNの

初期張力を導入している。 

2．3 実験結果および考察 

2．3．1 金網鉛直変位  

図－2.2 には、3.2φ金網のケースにおける載荷荷重

と金網の鉛直変位の関係を示す。図より、載荷点直下

の測定点であるD-4に着目すると、載荷初期（数kN 程

度まで）においては、荷重の増加に対して変位の増加

が大きいが、その後はみかけの剛性が大きくなり変位

増分が徐々に小さくなっていることがわか 

る。なお、載荷途中ではU 字ボルトのすべり等による

ものと考えられる荷重の微増減を伴っている。本ケー

スでは、最大荷重時点で載荷点部近傍における金網に

破断等が生じてはいなかったが、金網とワイヤロープ

の固定部の局所的な変形状況（写真－2.4）やロープ

張力等から判断して、約75 kN（変位約1,100 mm）ま

での載荷とした。この荷重－変位関係から、本実験条

件における金網とワイヤロープから構成される構造

体の最大荷重作用時点までのエネルギー吸収量は約

20 kJと算定される。なお、除荷時の残留変位は750 mm

程度であった。載荷点以外の測定点に着目すると、重

錘中心から1m離れた点（D-2, D-6）の鉛直変位は約

500 mm、残留変位は250 mm程度であった。金網の素

線径が太い場合（φ4.0, φ5.0）には、金網の見かけの

剛性が大きくなる傾向にあるが、変形性状については

φ3.2 のケースと類似なものであることを確認してい

る。 

2．3．2 ワイヤロープ張力 

図－2.3 には、同様に3.2φ 金網のケースにおける載

荷荷重とワイヤロープ張力の関係を示す。なお各ロー

プで両端の張力がほぼ等しかったことから、片側の値

で代表している。図より、載荷初期（載荷荷重10～15 

kN）には荷重の増加は緩やかであるが、それ以降の荷

重とロープ張力はほぼ線形関係にあることがわかる。

ロープの最大張力に着目すると、T-1Aが100kN と他

の張力に比較して大きな状態となっている。これは、

金網の異方性（網目の向き）の影響に加えて、載荷点

がT-1 ロープ側に偏心してしまったことによるもの

と考えられる。他のケースでもロープ張力に対し、こ

の金網の異方性の影響が明確に現れていることを確

認している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－2.3 金網の固定状況 

図－2.2 荷重-変位関係(3.2φ)         図－2.3 荷重-ロープ張力関係(3.2φ) 

写真－2.4 実験終了後の状況 
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図－3.2 落下高と載荷点変位の関係 

図－3.3 落下高とロープ張力の関係 

(a) 素線径3.2 mm (c) 素線径5.0 mm (b) 素線径4.0 mm 

 

3．重

錘 落

下 衝

撃実験 

3．1 実験概要 

重錘落下衝撃実験を実施した実験装置および試験

体は図－2.1 に示すとおり、静的載荷実験と同一であ

る。 

3．2 実験方法 

写真－3.1 には、重錘落下衝撃実験の状況を示して

いる。また表－3.1 には、実験ケース一覧を示してい

る。実験では、入力エネルギーが異なる場合および重

錘の回転エネルギーの影響を検討している。重錘に回

転を与える実験は、多面体重錘に荷吊り用の帯を巻き

付け自由落下時に回転を与えている。計測項目は、タ

ーンバックルに貼付したひずみゲージによるロープ

張力、高速度カメラ撮影による金網の載荷点直下の鉛

直変位量である。なお、表－3.1 に示す回転エネルギ

ーは、高速度カメラ映像により算定した値であり、回

転エネルギーは全エネルギーの11～13％であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．3 実験結果および考察 

3．3．1 各種応答波形 

図－3.1（a）,（b）には、一例として実験ケース

D5.0W3H10における金網の載荷点変位およびロープ

張力の時刻歴応答波形を示している。ここで、ロープ

張力に関しては金網の設置方向を考慮し、実斜面での

設置状況に合わせて便宜的にワイヤロープを縦ロー

プおよび横ロープと区別して記述する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－3.1 衝撃実験の状況 

表－3.1 実験ケース一覧 

並進 回転 合計
D3.2W3H5 5.0 14.7 － 14.7
D3.2W3H7.5 7.5 22.1 － 22.1
D3.2W3H10 10.0 29.4 － 29.4
D4.0W3H5 5.0 14.7 － 14.7
D4.0W3H7.5 7.5 22.1 － 22.1
D4.0W3H10 10.0 29.4 － 29.4
D5.0W3H5 5.0 14.7 － 14.7
D5.0W3H7.5 7.5 22.1 － 22.1
D5.0W3H10 10.0 29.4 － 29.4
D3.2W3H10R 3.2 25.6 3.8 29.4
D4.0W3H10R 4.0 26.1 3.3 29.4
D5.0W3H10R 5.0 26.1 3.3 29.4

衝突エネルギー(kJ)

3.2

4.0

5.0

落下高
(m)

実験ケース名

10.03

3

3

3

金網
(mm)

重錘
(kN)

(a)載荷点変位            (b)ロープ張力 

図－3.1 金網の載荷点変位およびロープ張力の 

時刻歴応答波形(D5.0W3H10) 
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(a)図より、載荷点変位は重錘衝突後急激に増加し

0.11sec後に最大変位1.12m に達した後、リバウンドし

ながら上下動を繰り返し、最終的に0.8m程度の残留変

位が発生している。 

(b)図より、ロープ張力は、金網の載荷点変位波形

に対応した波形性状を示しており、載荷点変位のピー

ク発生時点において各ロープ張力においてもピーク

値が示されている。最大張力に関しては、横ロープが

縦ロープに比較して30％程度大きな値を示している。

これは、ひし形金網の異方性により、重錘衝突時にお

ける金網の変形に伴い、横ロープの方がより大きく載

荷点側に引き寄せられるためと推察される。 

3．3．2 重錘落下高と金網の最大変位・ワイヤロ

ープ  

の最大張力の関係 

図－3.2 には、重錘落下高と金網の載荷点最大変位

の関係を示している。素線径4.0mmの落下高10.0m に

おける変位量が若干小さく示されているが、その他の

実験ケースでは落下高の増加に対応して載荷点変位

も増加する傾向が示されている。また、素線径で比較

すると、素線径が小さくなるに従って変位量は大きく

なる傾向が示されている。回転有りの実験では、素線

径3.2mm，4.0mm，5.0mm では、並進エネルギーが減

少するためか回転無しに比較してそれぞれ25％，8％，

14％程度変位量が小さい。 

図－3.3 には、重錘落下高とロープ張力の関係を示

している。ロープ張力は、重錘衝突位置の誤差等を考

慮し、縦・横ロープそれぞれの平均値を採用した。い

ずれの素線径においても落下高の増加に対応して張

力が増加している。また、横ロープの張力が縦ロープ

に比較して20～30％程度大きくなっている。重錘の回

転の影響に関しては、3.2mm では回転させた場合が小

さく示されているが、それ以外の実験ケースについて

は両者ほぼ同程度の張力となっている。 

 

4．耐衝撃性能に関する数値シミュレーション 

4．1 実験概要 

4．1．1 試験体概要 

 本実験に用いた試験体の上面図および重錘落下位

置を図－4.1に示す。試験体の形状寸法は、縦 10 m、

金網幅 15 m である。 

 表－4.1 に、試験体材料の諸元を示す。金網には

菱形金網 5.0 φ × 50 × 50 mm を、縦ロープおよび横ロ

ープには 18 φを、縦補助ロープには 14 φを用いて

いる。縦（補助）ロープの間隔は 3.0（1.5）m、横

ロープの間隔は 5.0 m としている。ワイヤロープの

各交点にはクロスクリップを、ワイヤロープと金網

の結合には結合コイルを使用している。縦・横ロー

プの端末処理には、現地施工では一般に巻付グリッ

プが用いられているが、本実験では両端をアルミロ

ック（圧縮）加工とした。縦補助ロープについては

両端部を 1.5 m 程度折り返し、ワイヤクリップ 4 個

を用いて固定した。また、縦・横ロープ端部と鋼製

枠架台との連結には、張力調整のためにターンバッ

クルを使用している。 

4．1．2 実験方法 

図－4.1に試験体形状を、写真－4.1に実験状況と

変位計測状況を示す。実験は堀込式の試験ヤード外

周に配置したH形鋼の鋼製枠架台上に水平に設置し

た試験体に、トラッククレーンで所定の高さに吊り

上げた重錘を自由落下衝突させることにより実施し

た。 

 衝撃載荷には、質量 1 t（直径 50 cm、高さ 61 cm、

底部より高さ 6 cm の範囲が半球状）の重錘を使用し

ている。本実験における測定項目は、重錘に取り付

けた加速度計による重錘衝撃力、縦・横ロープ端部

のターンバックルに貼付した歪ゲージによるロープ

張力、高速度カメラ撮影による金網の重錘載荷点直

下の鉛直変位量である。各センサーの応答波形は、

データレコーダにてサンプリングタイム 1 ms で一

括収録を行っている。 

実験は、表－4.2 に示す計 6 ケースを実施した。

載荷位置は、落石対策便覧７)に示されている作用位

置（縦位置：横ロープ間中央、横位置：縦補助ロー

プ上）を基本ケースとして設定している。ロープの

初期張力については、試験体設置後の張力を基準と

し、各実験ケース終了後にはロープの位置および張

力の調整を行っている。 

4．2 数値解析の概要 

4．2．1 解析モデルおよび解析手法 

図－4.2 に本数値解析で用いた試験体および実験装

置の要素分割状況を示している。ここでは、実験状

況を可能な限り正確に再現するために、鋼製治具も

含めて詳細にモデル化した。金網、H 形鋼および溝

形鋼は 4 節点シェル要素、ターンバックルは 2 節点

梁要素、ワイヤロープは圧縮力を伝達しない 2 節点

ケーブル要素、コンクリート基礎は 8 節点固体要素
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を用いた。ターンバックル端部は、実験条件と同様

にピン支持としている。接触面は重錘－金網間に面

と面との接触および剥離・すべりを伴うように設定

した。なお、接触面における摩擦については考慮し

ていない。また、金網とワイヤロープの接合に関し

ては、実験では結合コイルを用いて両者を結合して

いるが、解析ではこれらのモデル化が困難であるこ

とより、完全結合と仮定している。数値解析は、重

錘に落下高さ H から算出された衝突速度を初期速

度として与えることにより行っている。解析時間は

1,000 ms としてお

り、減衰に関して

は考慮していない。

なお、本解析には LS-DYNA８)を使用している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表－4.1 試験体材料諸元 

 諸元 部材耐力［ミルシートより］

ひし形金網 5.0φ× 50 × 50 mm 引張強さ:290～540 [405] N/mm2 

縦ワイヤロープ 
18φ3 × 7 G / O  

L = 20.4 m 
設計破断荷重:160 [208.8] kN 

横ワイヤロープ 
18φ3 × 7 G / O 

L = 13.5 m 
設計破断荷重:160 [208.8] kN 

縦補助 

ワイヤロープ 

14φ3 × 7 G / O 

L = 13.0 m 
設計破断荷重:110 [119.4] kN 

ターンバックル 両アイ型 最小破断荷重:222kN 

表－4.2 実験ケース一覧（衝撃載荷実験） 

実験 

ケース 

重錘

質量

（t）

落下高

（m）
載荷位置 備考 

D1-w5.0 

1.0 

5.0 ①
補助ロープ上 連続載荷 

D1-w7.5 7.5 ②

D2-n5.0 5.0 ③
金網上 中央スパン 

金網交換後 

連続載荷 

D2-n7.5 7.5 ④

D3-w5.0 5.0 ⑤
補助ロープ上 

D1-w10.0 10.0 ②

図－4.1 試験体の形状寸法および重錘落下位置 

写真－4.1 実験状況(衝撃実験)        

横ロープ 

縦ロープ ターゲット 

歪ゲージ 

加速度計 

ターンバックル

重錘（質量 1t）
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4．2．2 材料構成則 

図－4.3 には、ワイヤロープおよび金網の材料構

成則を示している。図－4.3(a)にはワイヤロープお

よび補助ロープの応力－ひずみ関係を示している。

また、表－4.3 には各ロープの断面積および材料物

性値を示している。ワイヤロープ要素については、

非線形弾性体モデルとして、道路橋示方書に準拠し

て引張側をトリリニア型とした。また、ワイヤ（補

助）ロープの強度特性に関しては、公称値を用いた。

図－4.3(b) には、金網の応力－ひずみ関係を示して

いる。金網に関しては、重錘衝突位置近傍において

局所的な塑性化が生じるものと考えられるが、実験

では金網が破断すること無く重錘を捕獲しているこ

とや、計算の煩雑さを避けるために、ここでは等方

弾性体としてモデル化した。なお、弾性係数は既往

の研究成果を参考に予備解析を実施し、400 MPa と

設定した。金網および横・縦ロープを接続している

H 型 鋼 お よ び タ ー ン バ ッ ク ル に 関 

 

 

しては、実験時に塑性化が生じていないことより、

弾性体と仮定した。 

また、重錘に関しても弾性体と仮定し、質量 1 t と

なるように単位体積質量を換算している。 

4．3 数値解析結果と考察 

4．3．1 重錘衝撃力および載荷点変位波形 

図－4.4 には、ワイヤロープ張力名称を示してい

る。図－4.5から図－4.10には、実験ケースごとの

各種応答波形について、実験結果と数値解析結果を

比較する形で示している。なお、(c)および(d)図に

図－4.2 要素分割状況 

(a) ワイヤロープ        (b) 金網 図－4.3 材料構成則 

表－4.3 ワイヤロープの材料物性値

図－4.4 ワイヤロープ張力名称一覧 
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示すワイヤロープ張力に関しては、載荷点近傍の縦

ロープおよび横ロープについて示している。 

(a) 図に示す重錘衝撃力波形に着目すると、載荷

位置および落下高さにかかわらず、数値解析結果は

実験結果と比較して最大値に多少の差異が見られる

ものの、波形の立ち上がり勾配や衝撃力継続時間に

関しては、ほぼ適切に再現していることが分かる。 

(b) 図に示す載荷点変位波形に着目すると、載荷位

置および落下高さにかかわらず、数値解析結果は実

験結果の波形の立ち上がりをほぼ適切に再現してい

ることが分かる。一方、数値解析結果における最大

変位量は実験結果に比べて若干小さい。この両者の

差は、重錘落下位置が供試体の中央に近づくほど大

きくなる傾向にあることが分かる。さらに、最大変

位以降のリバウンド状態において、数値解析結果は

実験結果と異なる挙動を示している。これは、実験

では金網とワイヤロープの接続に結合コイルを部分

的に使用しているのに対して、本数値解析では両者

を完全結合と仮定していることが一つの要因である

ものと推察される。以上より、本数値解析手法を用

いることによって、落下位置によって最大衝撃力や

衝撃力継続時間に若干の差異が見られるものの、重

錘落下位置の変位に関しては概ね実験結果を再現で

きるものと考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図－4.5 各種応答波形（D1-w5.0）

図－4.6 各種応答波形（D1-w7.5）

図－4.7 各種応答波形（D2-n5.0）
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4．3．2 ワイヤロープ張力波形 

(c)図に示す縦ロープ張力波形に着目すると、数値

解析結果は、いずれの場合も数値解析結果が実験結

果の最大張力を大きく評価する傾向にある。しかし

ながら、張力の作用継続時間に関しては、両者おお

よそ一致していることが分かる。なお、数値解析結

果が実験結果と比較して大きく示される理由は、試

験体の縦ロープ本数が多く、かつ金網とロープを完

全結合と仮定していることから、実際の試験体の剛

性を過大に評価していることによるものと推察され

る。 

一方、(d)図に示す横ロープ張力波形に着目すると、

数値解析結果は、D3-w5.0 の L2 ロープの場合を除

いて、落下高さや重錘落下位置にかかわらず、張力

の立ち上がりや最大値、および作用継続時間をほぼ

適切に再現していることが分かる。なお、D3-w5.0

の数値解析結果が実験結果と異なる要因の一つとし

ては、重錘落下位置が金網の端部であることより、

金網とロープを完全結合と仮定している影響が、他

の重錘落下位置よりも大きいことによるものと推察

される。 

4．3．3 エネルギーの経時変化 

図－4.11から図－4.13には、数値解析結果より得ら

れた各エネルギーの経時変化の結果を示している。

なお、全エネルギーは運動エネルギーとひずみエネ

ルギーの和から外部仕事を引いたものを意味する。 

 

 

 

図－4.8 各種応答波形（D2-n7.5） 

図－4.9 各種応答波形（D3-w5.0） 

図－4.10 各種応答波形（D1-w10.0） 
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(a) 図より、ひずみエネルギーの最大値は、重錘

落下点直下の金網変位が最大値を示す 200ms 前後

で生じていることが分かる。また、その時刻におけ

る金網とワイヤロープの分担率を比較すると 1：2 

程度である。この分担率は落下高さ、載荷位置によ

らずほぼ同様な傾向を示している。 

(b) 図に示す運動エネルギーに着目すると、重錘

の運動エネルギーは、重錘が金網に衝突した後に

徐々に減少し、金網が最大変位を示す 200 ms 前後

で最小値を示している。また、重錘の衝突直後から

金網の振動による運動エネルギーが増加しているこ

とが分かる。一方、ワイヤロープに関しては、その

運動エネルギーは小さく、金網のそれに比較して非

常に小さい。 

(c) 図に示す全エネルギーを見ると、時間の経過

とともに入力エネルギーよりも若干小さくなる傾向

が見られるものの、その差は小さく、本数値解析に

おけるエネルギー収支には問題がないことが分かる。 

 

4．まとめ 

本研究では、ポケット式落石防護網の構成部材の

一つであるひし形金網に着目し、エネルギー吸収量

の算定や数値解析における材料構成則等の設定を目

的として、静的載荷実験および重錘落下衝撃実験を

実施し、その挙動について検討を行った。また、過

年 度 に 実 施

 

 

 

 
 

 

 

図－4.11 エネルギーの経時変化（D1-w5.0/w7.5） 

図－4.12 エネルギーの経時変化（D2-n5.0/n7.5） 
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した実規模重錘衝突実験を対象に、その耐衝撃性能

を適切に評価可能な解析手法を確立することを目的

に、LS-DYNA を用いた三次元弾塑性衝撃解析を実

施した。本研究で得られた結果を整理すると、以下

のようになる。 

・静的載荷実験に関して、 

1) 素線径 3.2mm のひし形金網に対する 75kN 載荷

時の載荷点変位は約 1,100mm であり、この時点

までのエネルギー吸収量は約20kJ と算定される。 

・重錘落下衝撃実験に関して、 

2) 金網の載荷点変位およびロープ張力は、落下高の

増加に対応して大きくなり、素線径が小さいほど

変位量が大きくなる。また、ロープ張力は、金網

の異方性の影響により横ロープの方が縦ロープ

よりも大きい。 

3) 全衝突エネルギーが同一の場合、重錘の回転が有

る場合は、並進エネルギーが減少するためか回転

無しに比較して載荷点変位は小さく示される傾

向にあるが、ロープ張力に関しては明瞭な違いは

見られなかった。 

・三次元弾塑性衝撃解析に関して、 

4) 提案の材料構成則および解析手法を用いること

により、実験結果の重錘衝撃力および縦ロープ張

力は若干過大に評価する傾向にあるものの、重錘

落下位置における金網の変位量および横ロープ

張力はほぼ適切に再現可能である。 

5) 入力エネルギーに関わらず最大変位時における

金網とロープのひずみエネルギーの分担率は

1：2 程度である。 
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図－4.13エネルギーの経時変化（D3-w5.0/D1-w10.0）
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Abstract: As a part of studies for establishing measures against large-scale landslide disasters, this study 

aims at elucidating the functions required of rock-fall protection structures (i.e., nets and fences) with 

high-energy-absorption capacities, which have been increasingly adopted in recent years, and also at 

establishing a technique to verify the performance of such structures. 

In FY 2014, static loading tests and falling-weight impact tests were performed for analyzing the behavior of 

conventional pocket-type rock-fall protection nets with the aim of calculating the amount of energy absorbed 

by rhombic wire mesh (i.e., a component of conventional pocket-type rock-fall protection nets) as well as of 

identifying a constitutive law for materials that was applicable to numerical analysis of energy absorption.  

Additionally, three-dimensional elastic-plastic impact response analysis was conducted regarding full-scale 

falling-weight impact tests that had been performed in previous fiscal years for simulating the behavior of 

pocket-type rock-fall protection nets, and the validity of the analytical technique was assessed. The 

energy-absorbing mechanism of the pocket-type rock-fall protection nets was also analyzed. 

 

Keywords: rock-fall protection structures, rock-fall protection net, technique for verifying performance, static 

loading test, impact loading test, energy absorbing mechanism  

 

 

 

 


